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山　田　徳彦
1．はじめに
　1987年4月、全国一元的な鉄道ネットワークを保有・運営する公共企業
体「目本国有鉄道」（以下、「旧国鉄」と略称する）が分割・民営化され、
6つの旅客鉄道会社と貨物鉄道会社等が発足した。このような制度的変更
（「国鉄改革」）がなされたのは、旧国鉄の財務状況が破綻状況に陥いる（1）と
ともに、組織内部の荒廃が著しく、このまま推移すれば、鉄道の将来が危
ぶまれる事態に陥ったからである
　なぜ、旧国鉄が分割・民営化されるに至ったについては、ここで詳述す
ることは避けるが、『目本国有鉄道再建監理委員会』は公社制度と全国一元
的な組織という経営形態そのものから、多くの問題が生じてきたことを重
視している（2）。それゆえ、問題を抜本的に解決するべく旧国鉄は分割・民営
化されたのであるが、新たに発足したJ　R各社はそれまで当初の予想をは
るかに上回る優れたパフォーマンスをあげてきた。世界的にみて、すでに
衰退産業となってしまったとも評された鉄道事業であるが、岡野行秀氏は
ドイツで開かれた鉄道シンポジウムで「目本の国鉄改革はJ　R各社間で条
件の差異があるものの、鉄道事業が成立することを実証した」（3）と評価して
いる。
　J　R旅客6社の中でも特に、J　R東目本（東目本旅客鉄道株式会社）は、
輸送実績・経営成績とも注目に値するパフォーマンスを示しており、その
経営戦略・経営行動を広く考察する事で、鉄道企業はもとより、企業全般
にとっても有益なインプリケーションが導かれるのではないかと思われる。
一部には、J　R東目本の良好なパフォーマンスに対して、「債務、余剰人員
は政府機関に置いてきた」「J　Rの好業績は経営者の能力には関係がない」
「含み資産が多く株価は高くなって当然」等を主張する論者もあるが、あ
くまでも良好なパフォーマンスのほとんどはJ　R東目本の経営行動による
ものであり、現実的かつ冷静な評価が必要なのでないだろうか。
　J　R東目本の経営行動については、J　R東目本の全体的なマネジメント
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の側面、本業である鉄道事業での対応、事業の多角化行動という3つの面
から考察することができよう。本稿では、J　R東目本の全体的なマネジメ
ントの側面について焦点をあてることとし、鉄道事業・事業の多角化及び
全体的な評価については稿をあらためて考察することとする。
2．JR東目本とは
（1）J　R東日本の概要
東目本旅客鉄道株式会社（以下JR東目本と略称する）は、1987年4月
1目「目本国有鉄道」の分割・民営化により発足した会社であり、本州の
東ブロックを営業エリアとしている。現在、その売上高及び輸送量は世界
最大級の鉄道会社であることはもちろん、世界最大級の運輸会社の一つで
もある（4）。本業の鉄道事業では、1999年4月1日現在、7，538．2キロの線区、
1，707の駅、13，517両にのぼる車両を保有し、1998年ユ2月現在、一目平均12，220
＜表1　J　R東目本の概要＞
社名
所在地
設立
資本金
発行済株式総数
上場証券取引所
?????
東日本旅客鉄道株式会社　East　Japan　RaHway　Company
東京都渋谷区代々木二丁目2番2号
昭和62年4月1日
2，000億円
400万株
東京証券取引所市場第一部　大阪証券取引所市場第一部　名古屋証券取引所
市場第一部　新潟証券取引所
78，330人（1999年4月1目現在）
旅客鉄道事業　貨物鉄道事業　旅客自動車運送事業　索道業　旅行業　倉庫
業　駐車場業　広告業　図書・雑誌の出版業　金融業　前払式証票の販売業
及びゴルフクラブ会員権、テニスクラブ等のスポーツ施設利用権等の販売業
　情報処理及び情報提供サービス業　損害保険代理業その他の保険媒介代理
業　自動車整備業及び石油、ガス等の燃料、自動車用品の販売業　旅行用品、
飲食料品、酒類、医薬品、化粧品、目用品雑貨等の小売業　旅館業及び飲食
店業　一般土木・建築の設計、工事監理及び工事業　設備工事業　電気供給
事業動産の賃貸業及びイベントに関するチケット販売、クリーニング、写
真現像等の取次業　不動産の売買、賃貸、仲介、鑑定及び管理業　輸送用機
械器具製造業　精密機械器具及び一般産業用機械器具製造業　看板・標識案
内板等の製造・販売業　遊園地、体育施設、文化施設、学習塾等の教育施設、
映画館等の経営　清涼飲料水、酒類の製造及び水産物の加工・販売業　骨材・
石工品及びコンクリート杭・ブロック等の製造・販売業　上記の事業に附帯
または関連する一切の事業、その他上記の目的を達成するために必要な事業
出典）J　R東日本会社概要
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本の列車で710，000kmを走行し、約1，618万の人を輸送している。
　発足以来、赤字ローカル線も含めて路線の廃はなく（5）、線路の規模は発足
当時とほとんど変わらないが、一方で列車本数は大幅に増やされ、後述す
るように輸送量も10年間で約22％増加する等、旧国鉄とは異なり、利用者
の二一ズに対応するとともに、安全で安定した鉄道輸送サービスを提供し
ている。
　　　　　　　　　＜図1J　R東日本の営業エリア〉
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出典）J　R東目本資料
　　く表2　鉄道施設の規模＞　　　　　〈表3
総計 新幹線 在来線
線区数 70線区 3線区67線区
営業キロ 7，538．2km956．36，581．9
電化キロ 5，524．1km956．34，567．8
駅数 1，707駅 31（24）1，700
（　）は在来線との併設駅数
出典）J　R東目本資料
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車両数
13，517
　保有車両の概要〉
　　　　　　（単位，両）
新幹線電車　961
在来線電車　110，601
気動車592
電気機関車　155
ディーゼル機関車　139
蒸気機関車2
客車505
貨車562
注）山形新幹線用電車84両、秋田新幹線
　用電車の一部80両を除く
出典）J　R東目本資料
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　旧国鉄は兼業及び投資が政府により規制されていたこともあって、駅ビ
ル等一部を除いて、事業の多角化・他事業への投資に見るべきものはほと
んどなく、まさに「鉄道事業を営む事業体」であったが、国鉄改革以後、
J　R東日本は事業の多角化を積極的に行い、「鉄道事業を中心とする事業グ
ループ」を形成してきている（表4参照）。
　　　　　　　　　＜表4　J　R東日本の事業グループの概要＞
分類と会社数 会社名
運輸　　　　　　　　2ジェイアールバス関東、ジェイアーノレバス東北
駅ビル・ショッピンセンター
　　　　　　　　　’37社
鉄道会館、大森ターミナルビル、蒲田ステーションビル、目黒ステーションビル、
東京圏駅ビル開発、ルミネ、新宿ステーションビルディング、ルミネ荻窪、ボック
スヒル、川崎ステーションビル、鶴見ステーションビル、横浜ステーシヨンビル、
ルミネ茅ケ崎、平塚ステーションビル、アホンデ、吉祥寺ロンロン、国分寺ターミ
ナルビル、ジェイアール東日本商業開発、八王子ターミナルビル、甲府ステーショ
ンビル、小山ステーション開発、宇都宮ステーション開発、熊谷ステーション開発、
土浦ステーション開発、水戸ステーション開発、いわき中央ステーションビル、錦
糸町ステーションビル、亀戸ステーションビル、総武ステーション開発、千葉ステー
ションビル、郡山ステーションビル、福島ステーション開発、青森ステーション開
発、弘前ステーションビル、越後ステーション開発、長野ステーションビル、松本
ステーションビル
ホテル　　　　　　10社
日本ホテル（東京ステーションホテル）、ホテルエドモント（ホテルエドモント）、
池袋ターミナルビル（ホテルメトロポリタン）、高崎ターミナルビル（ホテルメト
ロポリタン高崎）、仙台ターミナルビル（ホテルメトロポリタン仙台〉、山形ターミ
ナルビル（ホテルメトロポリタン山形）、盛岡ターミナルビル（ホテルメトロポリ
タン盛岡）、東北リゾートシステム（八幡平リゾートホテル）、秋田ターミナルビル
（ホテルメトロポリタン秋田）、ホテルメトロポリタン長野（ホテルメトロポリタ
ン長野）
小売・飲食　　　　　4社 東日本キョスク、ジェイアール東日本コンビニエンス、日本レストランエンタプラィズ、ジェィアール東日本レストラン
商事・物流　　　　　2社 ジェイアール東日本商事、ジェイアール東日本物流
旅行・レンタカー　　2社 びゅうワールド、ジェイアール東日本レンタリース
スポーツ・リゾート’2社 ジェイアール東日本スポーツ、ガーラ湯沢
不動産管理　　　　　2社 ジェイアール東日本都市開発、ジェイアール東日本住宅開発
情報サービス　　　　2社 ジェイアール東目本情報システム、ジェイアール東日本マネジメントサービス
広告　　　　　　　2社ジェイアール東目本企画、東京メディア・サービス
整備会社　　　　　12社
鉄道整備、関東車両整備、東日本鉄道整備、東日本環境アクセス、高崎鉄道整備、
水戸鉄道整備、千葉車輌整備、ジェイアールテクノサービス仙台、東日本アメニテッ
ク、秋田クリーンサービス、新潟鉄道整備、長野鉄道車輌整備
建設・工事　　　　　6社
ジェイァール東日本コンサルタンツ、ジェイアール東日本建築設計事務所、ジェイ
アール東目本ビルテック、ジェイアール東目本メカトロニクス、ユニオン建設、日
本交通機械
支社別グループ会社．11社
ジェイアール宇都富企画開発、ジェイアール神奈川企画開発ジェイアールかいじ
企画開発、ジェイアール高崎商事、水戸サービス開発、京葉企画開発、東北総合サー
ビス、ジャスター、ジェイアールアトリス、トッキー、しなのエンタープライズ
（94社）平成12年5月現在
出典）J　R東日本資料による
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（2）財務状況の推移
　このような積極的な事業の展開に加えて、J　R発足の5ヶ月前から1991
年3月頃まで続いた好況も追い風となって、平成4年頃まで営業収益・経
常利益等は順調に推移した（図2，3参照）。その後、財務状況は数値的に
は横ばいもしくは微減という傾向が見られるが、それでも発足直後の数字
と比較すれば大きく改善されており、さらにこの間、消費税率の改定時を
除いて運賃がまったく改定されていないこと（6）、会社発足三年目の1989年度
以来毎年概ね1，000億円以上の経常利益を上げ、1990年度から一割配当を実
施していること（7）、会社発足から10年経って、それまで半分に軽減されてい
た固定資産税に対する特例措置が廃止され、300億円に及ぶ負担増が新たに
加わったこと等を考慮すれば、改革を進めた当事者たちの予想を超えた、
きわめて良好なパフォーマンスであったといえよう。
　　　　　　　＜図2　営業収益と関連事業収入の推移＞
　　　　　｛朋》0営璽収益　置乱蜘g・7昭盲957319679
　　　　　書9。000
　　　　　署8。000
　　　　　17，000
　　　　　暫6．㎜
　　　　　15，㎝　　　　　》　　　　　　看．500
出典）
??
一一●関遼聯桑収入
　　　　　　　　　　 9，573
19。4四＿19。543
量3．5’3　　　　19，458
13，516
19，093
17駈5
066鵠
15657 畢540　　璽548δ．6％ドーけ．9％》
〃 盲，404
撒r－1愚》 Ω．2％｝＿轟，1轟鴇臨1愚》膿1 臨rl：護，
　　　　S醍　　S樋　　　HI　　　H2　　　H3　　　卜奪4
　　　注》営簾収益＝鉄遙寮棄十関連廓集
　　　　関違事藁収入＝関逼軍集収益十遅輸附掃収入
J　R東日本会社概要p．19より引用
　 0 H5　H6　H7　H6　Hg　HlO　　　　　　　‘年度⊃
一234一
J　R東目本の経営行動（その1）
　さらに、旧国鉄から継承した3兆2，987億円にものぼる債務を、年平均2，400
億円というかなりのぺ一スで返済している（図4参照）。平成3年度に「新
幹線保有機構」からリースしていた新幹線施設を買い取ったこともあって、
長期債務残高は5兆3，782億円に増加し、さらに平成8年度末からは、目本
鉄道建設公団への未払い金も付け加わったが、今後も可能な限り早急にこ
れらの長期債務を返済するという方針は変わっていない。また、長期債務
の返済につれて自己資本比率も着実に高まってきている。
　＜図4　長期債務残高の推移＞　　　＜図5　自己資本比率の推移＞
????????? ?
駿．340　　50・99049、蜘酬47
　　　　　　　　賜5田
紛．332＿
　47．676
鍵．987
鎚72625363
53・7B2駿340
　　　　　　　　璽＝＝箪JR東日本　　　　　　　　H鵬115社1こめ　　　　　　　　　　　　　　　ひ　つきほほ　ざ
34二二二二二誹二
?? 31。3
膨　0　雲社　S聞　　HI　H2　H3　H4　H5　H6　H7　H8　Hg　H10　発足時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔年震｝
注》1：平成3年度宋からは運輸施設縢備購業団（旧鉄道整備基盆）に対す
　る来払金を含む
　2：平成8年度末からは日本鉄道建設公団に対する未払金を言む
　出典）J　R東目本会社概要p．19
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出典）J　R東日本会社概要p．19
3，J　R東日本の経営ビジョンと事業計画
　J　R東目本は基本的に、旧国鉄の路線ネットワーク、従業員を継承して
いるが、路線ネットワークには収益性の高いものもあり、また旧国鉄の従
業員も個々の能力的にはきわめて優秀な人材が多かったのではないか。そ
れゆえ、経営資源からすれば、発足以前の段階から、J　R東目本のポテン
シャルは高いものがあったかもしれない。しかしながら、ほぼ同じ経営資
源の下で、旧国鉄分割・民営化されるに至ったことを考慮すれば、ポテン
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シャルを現実のパフォーマンスに結びつける、優れた経営あるいは適切な
トップマネジメントに注目すべきであろう。
　ここで、J　R東目本が長期的にどのように環境に適応してきたのか、ま
たそのためにどのようなことをしてきたのか、J　R東目本の経営構想『FUTURE
21』と事業計画を中心に検討しよう。
（1）21世紀への経営ビジョン『FUTURE21』
　J　R東目本は、発足以来
　・鉄道事業を軸として、健全経営のもと良質・斬新で多様なサービスを
　　提供する企業をめざす
　・そのために、社員一人一人が、安全・正確な輸送とまごころをこめた
　　サービスを心がけ、お客様の信頼を得るとともに、時代を先取りする
　　新しい発想と旺盛なチャレンジ精神をもって努力を続ける
　・お客様とともに歩み、総合生活サービス企業として、地域社会の文化
　　の向上と豊かな生活の創造に貢献する
という理念のもと経営を行ってきたが、1990年10月に『FUTURE21』という
経営構想を策定し、実行に移してきた。これは、「激変する社会環境の中で、
会社が発展するための共通認識を社員全員が持つことを目的として策定さ
れたもの」で、21世紀に向けてのJ　R東目本の進むべき方向を示している。
また、『新しい生活移動空間の創設をめざして』という副題が付けられてお
り、自らの役割を、技術力に裏付けられた安全で信頼性の高い快適な鉄道
輸送サービスの提供と、鉄道事業と一体となった付加価値の高い生活サー
ビスを提供する「21世紀を切り拓く総合生活サービス企業」としている。
　このようなJ　R東目本の長期的に進むべき方向及びあるぺき姿を実現す
るために、進むべき「生活創造企業」「未来指向企業」「人間尊重企業」と
いう3つの経営の基本的方向が示されている。
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＜図6　経営の3つの方向＞
●必要な設備投資を行った
うえで長期債務を抑制
●自己資本の充実
活創造企業
　墜営未餉麟鯉
お客様・地域社会に貢献
●世界をリードするサー
ビスの提供
●「総合生活サーピス』の提供
●地域にとって身近な企業
人尊重企業，
社員・家族の幸福を実現
●充実したライフサイクル
の確立
●業務の質的向上
●豊かな家庭生活
最新技術の開発・活用
●輸送ネットワークのシス
テム構築
●八一ド、ソフト両面での
創造的な技術開発
出典）J　R東目本会社概要p。20
　さらにこの基本的方向を実現するための重要な課題として、
①信頼性の高い交通サービス部門の展開一安全・効率化・サービスレベ
　ルの向上一
②活力ある生活サービス部門の展開一グループ企業とともに発展一
③社会への貢献一誇りある企業文化の醸成一
④技術革新の積極的展開一業務の質的向上と効率化一
⑤　社員・家族の幸福の実現一社員の能力開発と働きがいの創出一
　という5つがあげられているが、これら『FUTURE21』の体系は、図7の
ように整理されよう。
　J　R東日本では、このような経営構想に基づき、経営戦略を実行してい
るいえるが、こうした長期的な環境との関わり方、あるいは自社の目指す
べき方向性を明確に規定しようとしていること自体が、まず何よりも評価
されるべきであろう。旧国鉄は、毎年度の事業計画及び輸送力増強のため
の中・長期計画は策定したが、これはあくまでも「対処すべき対策」の集
合であり、長期的な経営構想とはいえない。また自らがどうあるべきかと
いう議論についても、歴史的に形成された観念的な「社会的使命」にとら
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＜図7　『FUTURE21』の体系＞
目的：会社が発展するための共通認識を社員全員が持っ
性格：21世紀に一流企業として飛躍する方向を示す
JR東日本のあるべき姿
一役割
r21世紀を切り拓く生活総合サービス企粟』
：鉄道事業と一体となった付加価値の高い生活サービスの提供
経営の基本的方向
　『生活創造企業」
　：お客さま・地域
　社会への貢献
1一一一岬一一一需
r未来指向企業j
・最新技術を開
発・活用
『人間尊重企業j
：社員・家族の幸
福実現
具体化への指針
毎年度の事業計画を方向付け
われ、真に現実的な議論がなされたか否か疑問である。
　さて、このような経営構想から、J　R東目本が単に鉄道事業のみでなく、
私鉄のようにあくまでも鉄道事業を基軸としながらも、沿線住民と広く関
わりを持つ多様な事業展開を志向していることが伺える。鉄道会社は、か
つてレビットに「自らの事業を「機能的定義の典型」である輸送事業と考
えるのではなく、「物理的定義の典型」である鉄道事業と考えたために自分
の顧客を他に追いやってしまったのであり、凋落の根元はドメインの定義
の仕方にあった」と批判され（8）、また「鉄道会社の凋落は、ドメインの定義
を誤ったからというより、見方を変えればドメインの定義をただ変えなかっ
たから、あるいは何等かの理由でドメインの定義を変えることができなかっ
たからではないか」という意見も提起されている（9）が、現在のJ　R東日本の
ドメインは、物理的なものでないことはもとより、本来の事業を機能的に
定義し直したものでもなく、私鉄というお手本があったにせよ、自社の保
有する鉄道ネットワークという資源をベースに、現実的でありつつも将来
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への様々な可能性を追求しうるものであるといえよう。さらに、このよう
なドメインの規定が受け入れられるべく、後述するように広く社会に貢献
するようなマネジメントを行ってきており、JR東目本のドメインは自社
のみに通用するだけでなく、それを取り巻く環境からもドメイン・コンセ
ンサスが得られているのではないかと思われる。
　また、保有する物理的な経営資源である駅・線路・信号・車両等は、情
報化や省エネ化、高度化など依然として技術的改善を図る余地があり、一
方その維持・運営面でも省力化を軸として改善の必要に迫られている。「未
来志向企業」はこうした技術面での経営資源の展開を方向付けるものであ
るといえよう。
　「人問尊重企業」という方向性は、主として、旧国鉄の労使関係及び官
僚的な風土の反省に立って示されたものであると考えられよう。次章で論
ずるように、旧国鉄では、複雑な労使間関係もあって、現業部門において
も管理部門においても、従業員が「はたらきがい」を感ずることなく、各
従業員の能力・意欲を一つの方向に結集させることができなかったのでは
ないかと推測される。J　R東目本では労使間はもとより、各管理階層間で
も、風通しの良い、良好なコミュニケーションが図られ、ひいては各人の
能力・意欲がパフォーマンスの向上につながっているが、その最も根本的
なところにあるのが、この「人問尊重企業」という方向づけなのではない
か。
（2）事業計画
　『FUTURE21』の策定以後、J　R東目本の毎年度の事業計画は基本的には
この経営構想に沿う形で策定されてきたが、ここで事業計画の特徴につい
て考察しよう（10）。
　住田正二氏は、J　R東目本の事業計画について、「毎年度の決算の数字、
例えば経常利益、借入金の償還の額などは、事業計画の数字とほとんど変
わらないと言ってよい」が、これは鉄道事業においては、経費及び収入の
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予測について変動要素が少ないからであるとしている。具体的には、鉄道
事業の経営に必要な経費については、人件費は確定しており、ダイヤが決
まれば動力費も決まり、修繕費も、車両も線路の状況から正確な算定が可
能である。償却費も自動的に計算されるし、支払金利も、借入金残高が確
定しているからその額も確定している。「経費については90％以上固定して
いると言って間違いはない。」（11）。収入面でも、鉄道輸送の利用客のうち、
好況、不況の影響を受けるのはビジネス目的の利用者と観光旅行の利用者
であるが、ビジネス目的の利用者は製造業などに比べると景気による影響
は比較的小さく、観光旅客も不況になったからと言って、売れ行きが急減
することはない。このように、鉄道事業は景気に対する弾力性が比較的小
さく、これが経営目標及び事業計画を設定する上で大きな意味を持ってい
る。それゆえ、「自己責任の原則に立った経営を続ける限り、適正な経営目
標を設定し、これを達成することが可能である」。
　このように鉄道事業は、目標を設定し着実に経営していくという点で安
定しているが、逆に言えば事業そのものを柔軟に規定していくことが困難
であるといえる。4．でふれるように、一度赤字に転落すればリカバリー
することはきわめて難しいのである。それゆえ、長期的な構想とともに毎
年度の事業計画は大きな意味を持つと考えられる。
　J　R東目本は、2000年度事業計画で、「厳しい経営環境の中で全社員が変
革に挑戦していくとともに、完全民営化の達成をめざす」「鉄道事業におい
ては、安全で安定した輸送の提供を最優先とし、グループ全体としては、
連結決算中心の時代に対応するグループ経営を構築し総合力を発揮できる
体制を整える。」「I　Tを積極的に取り入れ、経営資源を有効に活用し、新
たなビジネスの可能性を追求する」という主旨の基本方針に基づき、6項
目にわたってより具体的かつ詳細な計画を示している（表5参照）。さらに、
鉄道事業については、輸送量の見通しとそれに対応した列車の運行量が計
画されている。その他の事業については、鉄道事業ほど厳密なものではな
いが、各事業でどのようなことを行うか、比較的具体性をもって示されて
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＜表5　2000年度事業計画の概要＞
項目
経営基盤の整備
輸送の安全の確保
サービスの向上
社員の能力の開発
と働き甲斐の創出
社会との共生と企
業イメージの向上
その他
概要
・首都圏輸送、都市間輸送、地域輸送の各分野で輸送サービスを改善
・需要増加のために、ターゲットごとの施策の実施、インターネットの活用、
マスメディア・旅行工一ジェント・地元自治体とタイアップによる鉄道の
旅の魅力をアピールするキャンペーンの展開等、営業活動の充実強化
・新技術導入によるシステムの省力化・近代化、組織の改編による業務運営
の効率化
・グループ共通の経営ビジョン・経営目標の策定等を含む経営管理の徹底と、
キャッシュフローの最大化による長期債務縮減を視野に入れた投資の効率
化
「安全計画21」の策定と浸透、教育・指導・訓練の充実、「チャレンジ・セ
イフティ運動」の展開、情報公開等による安全運行体制の強化
・新システム（AT　S－P）の設置拡大・改良等の安全性確保のための設備改善
・大規模地震発生時を想定した実践的な訓練、鉄道構造物の耐震補強工事の
推進、首都圏主要駅の防災設備の整備等による災害対策の確立
・全社員参加による「チャレンジサービス運動」、エスカレーター等の設置・
駅案内表示の改善による利用しやすい鉄道づくり、駅設備や車両の清潔度
の向上など「清潔な旅」の提供を継続するといった面
　I　Cカード出改札システムの東京近郊区間各駅への導入に向けた準備
・ホームページを活用した情報提供
「J　R東目本総合研修センター」開設、運転関係業務従事者に対する安全・
事故防止関係の訓練の強化、技術継承、指導者育成
・若手社員を対象にした研修の体系化
・現場長の実務能力とマネジメント能力の向上を目指した研修の実施
　や環境保全にかかるコストとその効果を定量的に把握する仕組みの整備等
　の地球環境問題への取組
　鉄道に関する調査研究等の支援や、景観と調和する鉄道施設づくり、ボラ
　ンティア活動の推進による社会への貢献
①数値目標（CO2削減、リサイクル率向上）実現に向けた各種施策の推進
②東目本鉄道文化財団の活動を通じた地域文化の振興、国際交流の深度化、
　「J　R東日本研究開発センター（仮称）」の2001年度設立に向けた準備、安
全の追求・メンテナンスの革新・最新技術を活用した「運行・営業システム」
の変革や「駅・輸送サービス」の向上と環境にやさしい技術開発などの推進、
国内外の企業、大学、鉄道総合技術研究所等との提携等による、技術開発の
積極展開
出典）J　R東目本資料
＜表6　鉄道運動に関する計画＞
輸送量の見通し 列車の運行量
輸送人員 輸送人キロ 列車キロ 車両キロ
新幹線 90百万人 17，371百万人キロ36百万キロ 426百万キロ
在来線 5，820百万人107，419百万人キロ229百万キロ1，824百万キロ
計 5，842百万人124，790百万人キロ265百万キロ 2，250百万キロ
出典）J　R東目本資料
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＜表7　その他事業の運営に関する計画＞
項目 概要
・有形無形の経営資源を最大限活用し、競争優位性を発揮できかつ安定した
収益を確保できる事業を積極展開
ショッピングセンター・オフィスのテナントリーシング、ホテルのチェー
ンオペレーションの強化、物流の効率化、共同仕入れ、共同宣伝等の推進
・「サンフラワープラン」（駅構内施設等を見直し新たな商業ス
ぺ一スを開発）の迅速かつ強力な推進、東京・西国分寺等で
活生サービス事業
　　　　　　　新たな店舗群の開業不動産活用　　　　　　　メッツ型ホテルを武蔵溝ノロで開業、渋谷等で開発推進事業　　　　　　　目黒でオフィスビル開発推進
・既存店舗等でインターネットを活用した新たな付加サービス
の提供
長期滞在型　i体験メニューの充実、インターネット等を活用した販売促進の
ホテル事業　i展開
住宅分譲事業i東大月・喜連川等で宅地・戸建・マンションの開発・分譲の展開
商品券事業　i直営・委託を含めた販売体制の強化、利用箇所の拡大
・鉄道利用を促進する商品の重点的造成
旅行業 ・格安レンタカー・長期滞在型ホテル等を組み込んだ「L　O－C　Oクラブ」
など、テーマ性・企画性のある商品の企画・造成
クレジットカード 4月のビュー・ビザ・カードの発行開始にあわせ、利便性向上を積極的に
事業 宣伝
出典〉J　R東目本資料
＜表8　事業計画の比較＞
（単位　億円）
1999年度計画
　　A
2000年度計画
　　B
増減
B－A
???????
???????
営業収益 19，060 18，890 ▲170
旅客運輸収入
その他の収入
16，800
2，260
16，650
2，240
▲150
▲20
営業費用
　人件費
　物件費
　諸税
　減価償却費
15，930
6，210
6，310
　770
2，640
16，200
6，640
6，180
　750
2，630
　270
　430
▲130
▲20
▲10
営業利益 3，130 2，690▲440
営業外損益 ▲2，090 ▲1，940 150
経常利益 1，040 750▲290
特別損益 ｝ 『 『
税引前当期利益 1，040 750▲290
法人税等 450 340▲110
当期利益 590 410▲180出典）J　R東目本資料
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いる。
　景気動向の不透明さ等の経営環境を反映して、前年度の計画よりも数値
的には厳しいものとなっているが、この点についても、現実バナレした机
上のつじつまあわせに終始した国鉄の計画とは対照的であろう。
4．組織
（1）組織構造
　図8は、J　R東目本の組織構造を示すものである。旧国鉄の組織は、比
較的明確に管理部門と現業部門あるいは中央本社と地方機関が区分され、
あくまでも鉄道事業の遂行を目的とした、きわめて中央集権的で、複雑か
つタテ割り型のものであった。J　R東日本では、その反省に立ち、中央の
組織はできるだけ簡素化し、タテ割り意識をなくすためにも、集約化され
ている。また、実際の意思決定上はともかく、組織の最上部に「株主総会」
が、その下に「取締役会」があり、その後に「会長」「社長」という業務執
行機関が位置づけられていることから、代表権を持つ社長あるいは会長が
圧倒的な権限を持つ一般的な目本の株式会社とは異なるコーポレートガバ
ナンスを志向しているように思われる。
　旧国鉄時代の数少ない兼業部門であった自動車輸送（バス）事業をはじ
め、関連事業の多くは別会社化されているため、本社内部での事業はあく
までも鉄道事業が中心であるが、それでもJ　R東目本がカを入れている「びゅ
うカード」を扱う「カード事業部」及び、グループの積極的な多角化を推
進する「事業創造本部」がおかれていることが特徴的であろう。
　また、旧国鉄時代、地方には「管理局」がおかれていた。これは、あく
までも本社の計画・決定に従って、鉄道事業を遂行するための機関であっ
たが、J　R東目本ではエリア的には各管理局をベースとしっつも、新たに
支社を設置し、大幅に権限を委譲している。もちろん、旧国鉄時代の、全
国の鉄道ネットワークを確実に機能させるためには、中央集権的に計画さ
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れ、指示が出されるシステムが適切であるとする考え方をすべて否定する
ことはできないが、あまりに各地域の実情とかけ離れ、柔軟な列車の運行・
対応が困難であったことを考えれば、地域にそくした鉄道輸送サービス、
関連事業の展開を図ろうとする、J　R東目本のシステムは高く評価されよ
う。
　　　　＜表8　各支社の営業エリア駅数及び営業キロ数＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成11年4月1目現在）
支社名 駅数 在来線（km） 新幹線（km） 合計（km）
東京支社 158 502．4 193．1 695．5
横浜支社 108 327．9 一 327．9
八王子支社 94 287．1 一 287．1
高崎支社 87 367．8 165．5 533．3
水戸支社 112 470．1 一 470．1
千葉支社 158 592．2 一 592．2
仙台支社 282 1，111．6 214．8 1326．4
盛岡支社 247 1，085．4 137．9 1223．3
秋田支社 141 637．2 一 637．2
新潟支社 189 772．0 168．0 940．0
長野支社 131 428．2 77．0 505．2
1707 6581．9 956．3 7538．2
出典）J　R東日本会社概要p　p132～133
（2）組織文化
　旧国鉄の組織文化は「親方目の丸」「官僚体質」の典型であったといえよ
う。一つは、そもそも鉄道事業そのものが、その計画から中央集権的な政
府機関により営まれていたことによる。例えば、住田正二氏は「国鉄とい
うのは前身が運輸省、その前が鉄道省で、いずれも役所だったわけだ。役
所というのは、政策を作り、それを実現することを任務としているから中
央集権的で、中央の組織、権限が非常に強い。中央が地方へ指示を出す形
で、仕事をこなす。現場は中央に言われた通りにすればよい、ということ
になる」（12）と指摘している。加えて、鉄道事業の業務は保守的な性格が強
く、一度ダイヤ等の運行システムが決定されると、目々それを確実に実行
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することが重視され、仕事のやり方もうっかり変えて安全でも阻害すると
まずいから、昔のやり方を踏襲しするため（13）、イノベーションが進められ
にくいものとなっている。
　さらに、旧国鉄では労使関係が複雑かつ対立的で、主力組合であった国
労（国鉄労働者組合）は、一部には「国鉄が赤字であろうと自分たちの知っ
たことではない。できるだけ働かないでできるだけ多くの賃金を獲得する
ことが組合の方針である」（14）とさえ評されるほど、生産性向上を志向しな
かった。それゆえ、分割・民営化によってJ　Rが発足しても、従業員の意
識はそう変わらないのではないか、と危惧され、国鉄改革を実現した関係
者及び新会社の関係者もこの点に一番注意を払っていたようである。例え
ば、国鉄改革の様々なプランを作った責任者である松田昌士氏（現J　R東
目本代表取締役社長）は、「どれだけ短い時間の中で、社員が民間というも
のを学んでくれるかどうか」を一番心配するとともに、「意識を変えてくれ
るかどうかは、スタートから1、2年が勝負だと感じていた」と述べてい
る（15）。
　しかしながら、実際には、JR東目本だけではなく、各JRとも従業員
の意識改革は急速に進んだものといえよう。この理由の一つとして、住田
正二氏は「国鉄の職員にとって、国鉄改革・民営分割というのは、戦争に
負けたショックのような大変な出来事で、とくに自分の希望する新会社に
行けるかどうか分からないという雇用不安を経験したわけだ。この経験が、
J　R社員の意識を大きく変えたルーツとなったのではないか。」「こうした
社員の自覚が追い風となり、意識改革は予想をはるかに上回るスピードで
進んだ」（16）という点を強調している。「不沈鑑と思っていた大国鉄が沈没し
た」という事実に加えて、国鉄の職員が「新しいJ　Rの社員になれるかど
うかわからないという雇用上の不安」を経験したからであり、「このような
経験を二度としたくないという社員の気持ちが、短い期間の問に意識を大
きく変えたのである」（17）。
　このような各従業員の経験が大きな意味を持つ一方で、経営者が積極的
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に意識改革を促す措置をとったことにも注意すべきであろう。中央集権的
で保守的な業務という性格からともすれば、沈滞しがちである現業部門を
活性化すべく、現場第一主義をとり、「現場のやる気を起こすようにするた
め、小集団活動、提案、業務研究、意見発表を奨励し、また新しい技術を
積極的に導入」（18）していることや、いわゆる「お役所的なサービス」のイ
メージを払拭すべく発足直後に相次いで実行に移された一連のサービス向
上プログラムが、従業員の意識改革を大きく進めたものと考えられよう。
　J　R東目本は、発足直後から顧客との良好な関係を模索すると同時に、
それ以前の「官僚的な発想」からの脱却を図るべく、鉄道会社の枠を越え
た様々なマネジメントを行ってきたが、これらが従業員の意識を変革させ、
ひいては旧国鉄とは全く異なる組織文化を醸成したのではないか。
　　　　＜表9　発足後になされたサービス向上プログラム＞
年度 概　　要
1987
グリーンカウンター、グリーンメール、グリーン委員会設置、『グリーンハンドブック』（全
社員向け接遇マニュアル〉作成、部外のインストラクターによるフロントサービス研究、
グリーンキャンペーン（社員一人ひとりがお客さまに真心を込めて行動（サービス）する
運動）
1988サービスアドバイザー（部外の研修機関に委託）制度導入、サービス推進制度設置
1991「サービス推進員支援者研修」「接遇を考えるミーティング」「お客さまの声担当者研修」開催、テレフォンセンター設置
1992『チャレンジサービス（C　S）運動』開始、「CSリーダー研修』開催
1993各支社に一一カ所ずつ「営業トレーニングセンター」設置（一人年間二回の接客訓練開始）
＜表10　J　R東日本経営の展開＞
年 月日：　マネジメントetc 月日：　　鉄道サービス 月日：　　生活総合事業
19877。21i東京駅を舞台に「とうきょ6．7i利用者からの意見・要望を5．20i損害保険代理業開始
：うエキコン」開演（1996年 iうかがう「グリーンカウン
iから仙台駅で「みちのくエ iター』設置
iキコン」を開催）
19984．1i「東京ステーションギャラ3．13：「上野一札幌間に、“走る920i駅のコンビニエンス「J　C」
リー』オープン i高級ホテパ’北斗星」デ i誕生
iビユー
1989 3．11i新時代の鉄道車両「スーパー
iひたち」デビュー
5．20i　AT　S（自動列車停止装置）
iの機能をさらに高めたAT
：S－P使用開始
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1990 310i京葉線全線開業．宇都宮・9．28i「アトレ四谷」オープン
i高崎線の池袋・新宿駅への iその後、新浦安と大井町
i乗り入れや埼京線の、恵比寿 （1993年）、恵比寿（1997
i駅への乗り入れを実施 i年）にも開業
10．14：21世紀をめざした経営構想913：「第1回鉄道安全シンポジ12、15i都市型フィットネスクラブ
「FUTURE21」発表iウム」開催 「ジェクサー戸田公園」オー
iプン・その後、大井町や四
：谷など4カ所で展開（2000
i年1月現在）。
12．20：「GARA湯沢スキー場」
iオープン
1991 3．1iストアードフェアシステム
「イオカード」発売開始
6、11：「東日本ジェイアール古河3．19i「成田エクスプレス」デ
iサッカークラブ」設立 ：ビュー
9，1：「踏切事故防止キャンペー
：ン』開始
1992 4．20i東海道線に「オール2階建4．23i温泉付林間住宅地「フィオー
iて新型通勤電車」デビュー iレ喜連川」分譲開始
7．1i山形新幹線「つはさ」（ミ9．1i目本航空（株）との共同出
i二新幹線）デビュー i資により「（株）びゆうワー
iルド」設立
11．2：ドイツ鉄道と技術交i（199510。19：「サービスシンポジウム」
i年にイタリア鉄道、フラン i開催
：ス国鉄とも協力協定締結）
1993 3．18＝京浜東北線等に新型通勤電2．2：クレジットカード事業
：車（209系）登場 （「ビューカード」事業）
：を開始
10．26i東京、大阪、名古屋、新潟
iの4証券取引所に株式上場
（1999年8月に第二次売却）
12．21i新幹線用試験車両「S　TA
iR21」425km・h記録
199411　i在来線用試験電車「TRY一6。1i新津車両製作所発足。車両5．24i「ホテルメッツ久米川」オー
iz」走行試験開始 i修繕工事を転換整備して、 ：プン＊
i車両新造事業を開始
7．15iオール2階建て新幹線「M
iax」（E1系）デビユー
1995 4．1i格安レンタカー「トレン太7．7i長期滞在型ホテル「ファル
iくん』登場 iク・一ロ遠野」オープン
iその田沢湖、白馬、松島、
i佐渡など19カ所で展開（2000
i年1月現在）．
11．10i新幹線総合情報処理システ
iム（COSMOS）使用開始
1996 3，16i埼京線「恵比寿」まで延伸
5．7i新型多機能券売機設置開始
12．14i「ATO　S」（東京圏運送
i管理システム）使用開始
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19974．4i「第6回地球環境大賞」受3。22i秋田新幹線「こまち」（ミ
i賞 i二新幹線）運転開始
9。2gi新宿新本社ビルで業務開始10ユi長野新幹線「あさま」デ
：ビュー
10．16i新幹線自動改札システム導
i入開始
1998 3．8i「TRA　l　NG」キャンペー
iンスタート
10．6i新幹線10億人達成 10．4i芝浦地区に「J　R東目本アー
トセンター」オープン
11．1：「フローラ品川」オープン
。＊
19992．2i新しい5力年計画「安全計1．25i主婦の気軽な旅行を応募す
三画21」発表 iる「めぐり姫キャンペーンJ
iスタート
2．19三新津車両製品所がI　SO
i14001認証取得
3，27i川崎火力発電所　第3号機 4．18：「GRANDUO」オープ
i運転開始 ：ン＊
7．16i上野～札幌間に個室のオ8ー13：「ビューカード」170万人
iル2階建て寝台特急rカシ i達成
iオペァ」運転開始
12．4i山形新幹線新庄延伸
出典）J　R東目本資料
＜注＞
1．東海道新幹線が開通した1964年に300億円の単年度赤字を生じさせた後、
　“雪だるま式”に増加し、1985年度には1兆8，000億円に達した。赤字転
　落後の20年間の累積債務は23兆6，000億円に上る
2．公社制度の問題点として、「国や政治の干渉を受けやすく、その結果、
　経営の健全性・自主性が損なわれた」「労使双方に“親方目の丸意識”が
　生まれ、経営実態への自覚を希薄なものにしている」「事業範囲に制約が
　あり、多角的・弾力的な事業活動が困難になっている」を、全国一元的
　な組織の問題点として「目本全国が事業区域であり、約30万人もの職員
　を抱えるために、適切な経営管理は不可能である」「画一的な運営のため、
　地域の実状に応じたサービス、需要の掘り起こしができない」「全国一体
　の収支管理のため、コスト意識が生まれてこない」「比較される同業他社
　がないため、競争意識が希薄になっている」をあげている　参照
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3．岩井正和［1994］pp．10～11参照
4．フォーチュン誌は、1994年まではサービス業の部門別に世界企業ラン
　キング50社を発表していたが、売上げ高でJ　R東目本は交通部門のトッ
　プであった。また、世界の企業売上高ランキング（1998年）では、J　R
　東目本は第177位であった。それに対して、アメリカン航空は204位、日
　本航空は第335位、J　R東海は436位、J　R西目本は第456位であった。現
　在、輸送量の点でも世界一の鉄道・運輸会社である。住田［1998］p．69
　参照
5．バスまたは第三セクター鉄道に転換されるべき特定地方交通線を引き
　継いだケースを除く
6．国鉄は1974年度から1986年度までの13年間に11回の運賃値上げをして
　おり、その値上げ率は375％に達する
7．住田［1998］p．61
8．セオドア・レビット「近視眼的マーケティング」（HB　R1975）
9．榊原［1992］
10．以下、事業計画の特徴については、住田［1998］を参照している
11．住田［1998］pp．30－31参照
12．住田［1992］PP。11
13．住田［1992］P。11より引用
14．住田［1998］p27
15．松田氏の言葉
16．住田正二［1992］p．10
17．住田［1998］P．27
18．住田［1992］P．71
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